The Nation終刊 : タイ社会と新聞の寛容さをめぐる一考察 by 小林 磨理恵




経済研究所 / Institute of Developing
Economies, Japan External Trade Organization
(IDE-JETRO) http://www.ide.go.jp





















最初にそう報じたのは、同紙の記者たちだった。本年 5 月 16 日、かれらは Facebook
に、「ついに、48 年の歴史の最終章に入る」と別れの言葉を投じた。こうした動きを受
けて、タイのオンライン・メディアは一斉に、The Nation の終刊を報じた 1。「内部関






Multimedia Group（以下、NMG）社 CEO のソムチャイ・ミーセンは、自社の Nation TV
に出演し、The Nation の発行を 6 月末に停止することを告げた。と同時に、7 月 1 日以降
はオンラインでの発信に注力すると強調した。あくまでオンライン一本に絞るという、媒体
上の変更に過ぎないと。 
The Nation は、テレビ番組でのソムチャイの発言を引いて、終わりの背景を説明した 2。
まず、過去 5 年間にわたり、同紙は年平均 3 千万バーツ（約 1 億円）の損失を出していた。
NMG 社の累積損失は 15 億 7 千万バーツ（約 54 億 4 千万円）に上り、「ほとんど破産状態






その翌日、長らくライバル紙の関係にある Bangkok Post は、The Nation の決断に社説を
寄せた 3。冒頭、本年 3 月に Nation TV が、創作とみられる政治家の会話の音声を放送して




一方の The Nation は、同紙編集者のトゥンサティット・タップティムが筆を執り、印刷
版の終焉をコラムにしたためた 4。見出しには「そしてカウントダウンが始まる」と付し、
しかし「The Nation の DNA」は「印刷版とともに消え去るほど弱くはない」と主張する。


























 The Nation 終刊の知らせは、大きな衝撃だった。しかし、いずれこうなるだろうと予想
することもできた。2 年前の 2017 年 6 月に、姉妹誌である Nation Sudsapda が終刊を迎え
ていたからである。総合週刊誌の顔であった同誌が終刊すると知った日、この度の The 
Nation 終刊と同等か、それ以上の衝撃を受けた。Nation Sudsapda が終わるほど、タイの印
刷媒体の危機は深刻化している、その現実を、突き付けられたのだ。 
近年の例を挙げると、2016 年 12 月末に、44 年間発行されたタイ字日刊紙 Baan Muang
が、また、本年 3 月末にはタイ字日刊紙 Post Today と、無料紙 M2F の二紙が終刊してい
る。後二者は、ともに Bangkok Post の姉妹紙だった。雑誌の衰退は、新聞以上に急速に進
んだ。2015 年以降に終刊した雑誌は、Sakulthai、Krua、Writer など、枚挙にいとまがない。
出版継続の大きな足かせは、広告費収入の減少である。ニールセン社の調査 8によれば、2016 
年と 2006 年の広告費を比較すると、2016 年の雑誌の広告費は 52.30%減、新聞の広告費




れる現況に、The Nation の終わりを必然だとみる向きもあろう。しかし、The Nation 固有
の事情、あるいはタイ国内の政治的な文脈にも目を向ける必要がある。The Nation の内外
に、何が起きていたのだろうか。 






り返し拘束した。The Nation に 1991 年から籍を置いたベテラン記者、プラウィット・ロー
ジャナプルックが、その一人である。氏は臆することなく軍政を批判し、軍部に三度拘留さ
れた。2015 年 9 月、二度目の「態度の修正」を解かれた翌日のことだった。氏は、「経営陣
と話し合い、辞職することに同意した」と明かした。発行元 NMG 社の「内部」に、プラウ
ィットを強く批判するグループが存在したという 9。 








 2018 年 1 月、決定的な転機が訪れた。T-News の、NMG 社への参入である。T-News は、
軍政支持、王党派の保守として知られることに加え、他社のニュースを度々剽窃し、謝罪に
追い込まれてきたという 10。「人生のうちに為す最後の仕事があるならば、私は The Nation
を救う」。そう言って、T-News 創業者が NMG 社の副会長に就任した後、T-News の運営
会社が NMG 社の大株主に躍り出た。深刻な財政難が、「買収」を許してしまったのだ。 















Post の同僚 2 人 12と共に、新しい英字新聞を創刊する。紙名は The Voice of the Nation。
もともとの名は、『国民の声』だった。「創刊した時、私たち 3 人は、200 名近い友人に投資
を頼った。机も借りて、椅子も借りて、タイプライターも借りた」。有力な投資家が存在し
たわけではなく、新聞を創りたい熱意だけで、手探りの出発を果たした。 
学生運動を機に民主化を実現した「1973 年 10 月 14 日政変」により、軍事独裁体制が崩
壊すると、ようやく言論活動は解放された。そして、多様な新聞・雑誌が誕生した。ここに、





しかし、醸成されつつあった批評文化は、「10 月 6 日事件」に再び潰える。1976 年 10 




た。The Voice of the Nation と Prachachat も、ここで途絶えてしまう。 
Prachachat の編集長であるカンチャイは、1978 年 1 月に新聞の発行に復帰した。その新
聞が、今日まで続く政治日刊紙の代表格、Matichon である。一方の The Voice of the Nation





ィチャイらが中心となり、1987 年にはタイで最初の経済日刊紙 Krungthep Turakij を創刊。






暗黒の 5 月事件から 25 年、タイ人で 2 人目となる同賞の受賞者が生まれた。「態度の修
正」の後にも軍政批判を止めなかった、プラウィットである 15。その時すでに、氏が The 






かし、終刊 2 日前の The Nation 紙上で、風刺漫画がオンライン版にも続けて掲載されると
発表された 16。読者の声に耳を傾ける余地が残されていた。 
 The Nation の最終号（2019 年 6 月 28 日）の一面には、在りし日の同紙一面が多数掲載
された。その日の朝、スッティチャイは Facebook（Suthichai Live）で、約 25 分間の生放
送を行った 17。自身が関与することのなかった最終号の一面の見出し「48 年目の新たな始
まり」を読んだ後、「The Nation と共にした 47 年間は、楽しく、やりがいがあり、誇らし
い時だった。常に記者の責務を意識し、倫理を尊重した。仕事中は、どんな時も公共の利益
を重んじた」と、真剣な眼差しで訴えた。プラウィットも、The Nation の歴史に筆を執っ








2 度目の惨事である。今回はより深刻で、一時は意識不明に陥った。The Nation に別れの
言葉を投じていた記者らは、すぐさまシラウィットの容態に視線を転じ、政治暴力を非難す
る声明を発した。ステフは、7 月 1 日のオンライン版再始動を待たずに事件を風刺し、個人
の Twitter で公開した。正体を隠した 4 体の怪物が、バットを振りかざす。赤い血を流すシ
ラウィットを、なおも攻撃しようと。その周囲には、暴力を眼前に傍観するだけの群衆。明
らかに、10 月 6 日事件をモチーフとしている 20。 
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写真 1 アジア経済研究所図書館に並ぶ The Nation 
 
 
写真 2 Nation Sudsapda の最終号（2017 年 6 月 2 日）は、同誌創刊号の表紙を中央に置き、 
終わりの中の始まりを表現した。 
 
